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第 1章 東京における地域社会再開発と墨田区

第 1節世界経済の拡大・深化と都市

第 1項 資本主義経済の構造的危機

1974 ~ 75年恐慌(過剰生産恐慌とインフレーションによる世界同時スタグフレーション)

を契機に，資本主義は構造的危機(=あらたな資本蓄積様式の再構築の模索)の段階に入った

といわれる。戦後，アメリカの主導下，社会主義との体制聞の対抗，資本主義世界の再編・強

化，途上国への資本主義制度の定着化を目ざした「パクス・アメリカーナ」の秩序体系は(1)，

とりわけ 1965年以降，ヴェトナム戦争に対するアメリカの軍拡路線強化によって，大きく崩

れはじめた。その意味で，同恐慌と相前後しての二度にわたるオイルショ、ソク(1973年， 1979 

年)は， Iアメリカの主導的役割を基軸として編成された世界帝国主義体制とその枠組みに支

えられた戦後資本主義経済の歴史上，かつてない高度発展JIZ)が危機におちいる作用因として，

まず位置づけられる。そしてさらに，この傾向は 1980年代に入り，一層事態を深化させた。「強

いアメリカ，活力あるアメリカ」をスローガンに登場したレーガン政策による事態の深化がそ

れである。それはつぎのようなメカニズムで問題化してきている。

つまり，その第 lは大軍拡，大減税による膨大な財政赤字とインフレ防止のためのマネー・

サプライの抑制による金融引き締め政策の展開，そしてその結果，第2に金利上昇による証券，

債券への外資導入に伴うドル高の発生，さらに第3として，それゆえにアメリカへの輸入増，

輸出難による貿易赤字の常態化という諸過程をたどる中で，アメリカ企業の多国籍企業化への

進展と国内産業の空洞化，競争力低下そして， とくに日米間にみられる貿易摩擦の激化という

諸結果が，一段と '80年代になり顕在化してきたことである(3)。因みに，アメリカの場合，

1945 ~ 70年の25年間に生みだした貿易収支黒字(1， 145億ドル)を，その後の 1971~ 79年

の8年間で生じた同収支赤字(ム 1，053億円レ)で食いつぶすという深刻な事態に直面し，

1985年には，ついに「純債務務国」へと転落するまでに至る。

こうして， I進んで民間巨大企業が，どんどん海外に生産拠点を移しながら，他方で軍需産

業ないしは，これら巨大企業の軍事的生産部門がアメリカ国内に残」りつつ，さらに「その下

に海外生産から取り残され，技術革新も思うに任せない在来産業が，これまた園内で低迷して

L 、る状態J(4)を生みだしてきたことに注目しなければならない。いわば，アメリカ経済の「空

洞化J，I軍事化」による，その肢行的な構造の危機的様相が，そこには端的に看取しうるとい

える。

ところで，ここで注目すべき多国籍企業の存在自体は，戦後における「国際経済関係の緊密

化による資本主義的世界市場の内包的深化J(5)を目ざす実質的担い手としての性格を有してき

たことはいうまでもない。つまり戦後における，まず 1950~ 60年代初頭にかけて強まるアメ

リカの多国籍企業の海外進出は，その後， 1960 ~ 70年代初めにかけての西欧諸国でのそれを

加速させ，やがて 1970年代以降になって，日本の多国籍企業の新展開という形であらわれ，

それら企業は，重層化しつつ，相互の企業間競争をますます激化させてきているのである。
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第2項経済のゲローパル化と都市再編

さて，資本主義経済のもと，こうしたボーダーレスを必至とする資本蓄積の運動は，独占化

の段階に応じて，従来までの園内や地域に根ざした経済活動の空間的展開を大きく変化させて

きている。すなわち，今までの相対的に固定した場所 (fixed p1ace)的性格からフロー

( flow )的な結節地点 (noda1point)への流動的性格へと変化させ，いまや超国籍企業

(transnationa1 enterprise)にみる如く，空間的連関を超えた情報的連関によって，グローパ

ルな場面で，それら企業は展開するようになってきたことである。つまり「情報化が，グロー

パル化の技術的基盤を与え，また，グローパル化が情報化の経済的基盤(市場)を与えるJ(6)

ことが可能となったことである。

こうして，経済の国際化，グローパル化の進展に伴う都市再編成が，現在，重要な課題となっ

てきた点に，私たちはまず着目する。いま，こうした事態の出現を 20世紀に入ってからの

都市発展過程の段階として捉えるとつぎのようになる(7)。第 lに，農村から都市への人口集中

がはじまる 19世紀からの推移を継続させつつ，中心部と都市圏がとむに成長する人口集中と

郊外化の進展をみせる 1920~ 50年代，第2は，中心部での人口減少と雇用の相対的減少が始

まるが，大都市圏の成長はつづく絶対的分散を示す 1960年代以降，そして第3は，大都市圏

の衰退と非大都市圏の成長がみられる 1970年代，さらに第4として 1980年代に入り，中心部

で人口は安定するが，逆流に転じ，特定産業の雇用が復活する再都市化を特徴とする段階とな

るという，そのマクロな推移がそれである。

そこで本稿での主題に即していえば， 1970年代以降の，こうした大都市圏の衰退・再編が，

産業の構造的変化に伴って惹起してきており，とりわけ 1980年代の大都市再興(例えばニュー

ヨークの復活)をどう捉えるかが，やはり問題となる。もとより，このような大都市圏衰退の

要因に，前述した多国籍企業の展開と産業の空洞化による，あらたな産業の再構築化(in-

dustria1 restructuring)が大きく作用してきたことはL、うまでもない。再構築化とは「新しい

立地への移動，その地方のなかでの作業編成の変更，作業工程の地方別，国別そして国際的な

細分化によってコストを切下げてL、く過程J(8lなのである。そして，注目すべきこととして，

資本にとってその再構築化の拠点たりえた大都市圏とそうでない都市圏との不均等発展は，明

らかに，グローパルな産業の構造的変化を反映した都市聞の分化・分解の現実を示すことにな

る。

第3項世界都市の出現

スミス (M.P. Smith) らは， 1980年代以降の再構築化を示す新しいグローパルな諸条件

をつぎのように指摘している。すなわち， (ィ) 投資的資本の集中化と流動性の増大， (ロ) 国際

的競争の激化，付 地域間，国際間における労働移民の激増， (.ニ) 高まる不安定な環境下で利

潤獲得を求める多国籍企業による資本の再構築化といった諸条件にみられる，リストラクチャ

リングの特徴は，企業の税負担軽減と社会政策の財政削減による資本再構成(recapita1iza-

tion)を促進させるような国家一資本連合(state -capita1 alliance)の形態を生みだすにい

たったというのである (9)。こうして，グローパルな視野のもと，やはり拠点的な一定都市への

投資集中と他の地球上の周辺部分への投資シフトの過程がすすむ中で， r世界都市」の統括的・
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管理的・体制的・集権的諸機能が，ますます注目されるに至ったのである。

戦後，頻発した過剰生産の危機は，分業の深化，新しい消費ニーズの創出，そして資本主義

的生産様式の諸局面の取りこみ，さらに，資本の一層の集積と集中化等を伴いつつ，資本主義

的生産関係を一段と強化してきたと，キング (A.D. King)はのべている(10)。いわば，その危

機回避の結節拠点的な場として，世界都市は，位置づけられたといえる。確かに，世界都市は，

世界経済と領土的国民国家 (territorialnation state) との接続点に位置しその役割として

「資本にとって安全を確保し，国家経済を世界システムへと連関づけることJ(1J)が求められて

いる。こうして，世界都市は，経済諸活動の「機能的統合化J(垂直的，水平的，複合的)が

可能となったことによる，グローパルな「地理的分散化J(12)の実現のもとでの中枢拠点として，

巨大独占による帝国主義的世界再編の象徴として吃立しえたといえる。

「頂点の法人企業組織の意志決定者が異常な集中をみせる，ニューヨーク，ロンドン，東京

のような世界的司令都市(world command cities) J (3)として東京は，三極構造の一環を，い

まや担いつつある。スミスらは，国際的な分業下での中心的経済アクターこそ，トップの 500~

1，000の多国籍企業であるとのべ，本社の所在地都市別企業数でみて，ニューヨーク(59企

業)，ロンドン(37企業)についで東京(34企業)を第3位にあげている(14)。それら多国籍

企業の展開に伴い「都市の複合的・ヒエラルヒー的システム内で編制された生産，交換，金融，

法人サービスの統合的・世界的規模のネ、ソトワークJ(5)は形成されつつあるのが，現代なので

ある。

第4項世界都市にみる都市再構築化の問題

このような多国籍企業の展開に主導されたグローパルな産業の再構築化は，当然にとくに大

都市の存立自体に関わる再構築化を進展させ，それは経済的な面だけでなく，政治的・社会的・

地域的等の諸局面にむ連動しつつ，結果的に住民生活に大きなインパクトを与えてきた。以下，

そうした諸局面について考察してL、く。

スミスらは， リストラクチャリングをつぎの5つの側面で捉えている(16)。(イ) 経済的面とし

てープラント閉鎖，苦汁工場 (sweatshop)の創設やオフィス関連的な企業センタ一新設に

伴うサービス業，オフィス関連の雇用増，市域外への企業分散， (iロ) 国家(政策)的面として

ー資本の要求のみならず，国家政策(ローカル，ナショナルレベルにおける)の結果としての

都市変化， H 都市世帯の面としてー投資徹退地域でのインフォーマル経済(公認枠外経済な
ど)，プラント閉鎖による家族解体，離婚，移動や移民の中心部への再定住化， (.ニ) コミュニ

ティや地域政治の面として一苦汁工場の拡大に伴うゲ、ソトー的なコミュニティの形成，企業セ

ンターの再開発による中心部における旧コミュニティの解体，苦汁工場に類似したインナーシ

ティにおけるサービスの拡大，市域外への企業拡大に伴う郊外コミュニティや再開発地区の展

開， cホ) 都市空間の面として一製造業の移動に伴う都市における「造られた環境J(built en-

vironment)の変化。その他，フリードマン(J.Friedmann) らも，やはり経済的，社会的，

物理的，政治的な 4つの側面で捉え，とくに，都市住民諸階層の階級的な分極化(polariza-

tion)及び人種的な敵対関係をもたらす社会的に不平等な事態の発生を問題にしている()7)。

要するに， r現代では，資本の拡大を行うために残された新領土はなく，そこで都市空間を
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再開発し，内部の再分化をはかる」ために案出された「都市フロンティア論J(8)にもとづき，

先進資本主義諸国の巨大都市では，その都心部における法人企業組織の業務空間化をおしすす

めてきたのである。資本主義は，企業世界の反映である「抽象的空間J(abstract space)を

つねにうみだすのである (9)。このことは，国家政策のもつ「意志決定の市場的性格J(market 

charactor of decision making )が.r私的蓄積J(private accumulation ). r社会空間的隔離」
(sociospatial segregation). r社会的統制) (social control)を作用困として，都市を再構築
化させてきたこととも深く関わる(20)。その意味で，技術革新，企業経営戦略，国家政策を利用

しての「リストラクチャリングは，利潤の復元をはかり，労働力に対する効率的な統制を確立

する」ものとして生じ，それはまた「反労働組合(antiunionization )の戦略と結びついた脱

工業化(deindustrialization )と再工業化 (reindustrialization)を選択するJ(20結果にもとづ

く資本戦略を明確に物語っている。

ところで，こうした再構築化を経過してきている世界都市自体は，その内部に，ハイテク部

門やハイレベルのビジネス・サービスを肥大させ，ジエントリフィケーションを生みだしなが

らも，深刻な階級的・人種的対立，小零細な不安定企業の存在，インフォーマル経済化と家族

解体，貧困・不安定層の滞留等の社会問題を顕在化させてきている。ウォーター・フロントに

みる「新規商品化された都市空間J(newly commodified urban space ) (22)との対極に，いずれ

クリアランスされる，ゲ、ソトーやスラムが存在しているのである。とくに. 1980年代以降，

リストラクチャリングが進展する中で，国家の政策的介入の高まりに伴う，自治体の自立的行

財政機能の弱化は，アメリカでも，コミュニティ生活を大きく変容させたといわれている。空

間の用途別利用純化は，街並みの分断による住民諸集団・組織の断片化を促進させ，いまや

「新しいコミユニオン地域は，消費の論理によって巧妙に仕組まれた社会的世界内てーカプセル

化J(23)するという情況さえ，生みだしてきている。

第2節世界都市としての東京

第 1項構造的危機への対応

こうした世界的動向とも関わり，都市再構築化の激しい過程を辿りつつ，現在，東京もまた

世界都市としての機能を備えつつあることは，いうまでもない。ただ，欧米と比べ，日本の場

合，多国籍企業化の進展が. 1970年代以降と比較的に遅かったことや，製造業でみても，国

際競争力の強い部門の存在(例えば，自動車，鉄鋼，他の機械，金属など).さらには「何よ

りも良質低廉な労働力を高密度長時間働かせることができる労使一体的な生産方法と，きわめ

て優秀な下請企業を，いわは、専属的に使える重層的な系列支配の体制J(24)にもとづく日本的経

営の特質もあり，アメリカ等と比べ，再構築化は未だ一巡したとはいえず. 1980年代以降に

なって明らかに進展してきているといえる。

さて，先述した「恐慌J(1974 ~ 75)にもとづく構造的危機への対応は，日本の場合，ど

うであったのだろうか。そうした対応を通して東京のリストラクチャリングのあり方を，つぎ

に考察してL、く。そこでまず，その対応を以下の3点に整理し，検討してみる(25)。第 lは，財

政・金融等諸手段の動員である。具体的には赤字国債の発行，公共事業の創出による圏内市場
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の拡大を通して，独占資本の利潤保証の政策がとられ，さらに，構造不況業種対策が連続して

うちだされるに至った。「特定不況産業安定臨時措置法J(1978)から「特定産業構造改善臨

時措置法J(1983)へかけて，その目的は過剰設備・人員の削減，業種転換ならびに高付加価

値化への体質強化が求められ，ついに「産業構造転換円滑化臨時措置法J(1988)では，積極

的な新規商品開発への事業転換をはかることにより，いわゆる「国際協調型経済構造」への方

向が設定された。

第2は減量経営を目的とした徹底した企業合理化の促進である。 1975~ 80年にかけての製

造業雇用の伸びが5.2%減に対し，同期間で同生産の伸びは42.8%増を示したように，新鋭設

備への更新が進む一方，労働強化も一層進行したのである。因みに，資本金100億円以上企業

の1975~ 85年にかけての従業者数の減少をみると，繊維(ム42%).造船(ム34%).化学

(ム25%).鉄鋼(ム16%)のように，その徹底した人員削減がうかがえる。

第3は従来の輸出拡大基調路線の変更である。 1974~ 75年恐慌後，日本は，不況を「集中

豪雨的輸出ラ、ソシュ」でのりきりをはかる。その結果. 1976年以降の輸出増による貿易収支

の黒字は飛躍的に増大していくが. 1980年代以降，貿易摩擦激化のもと，その基調を持続す

ることが，ますます困難となった。 1985年のG5(先進5カ国蔵相・中央銀行総裁会議)にお

ける円高促進策による輸出抑制，内需拡大への国際的プレ、ソシャーによって，従来からの輸出

拡大基調は，ここで大きく変更を迫られ，現地生産への方向が目ざされてL、く。

こうした事態に直面することにより，いわゆる産業の構造転換への方策が模索されはじめる

ことになる。経済構造調整を企図した「前川レポートJ(1986)及び「新前川レポートJ(1987) 

は，その方策を鮮明にうちだしたものである。すなわち.r規制緩和による内需拡大J.r積極
的産業調整J.r直接投資の促進J.r農産物の自由化J.r一層の市場解放と製品輸入促進」等を
内容とする大担な諸提案がそれである(26)。それらは「市場原理」を基本にすえ，資本活動のグ

ローパjレ化を志向した海外直接投資の促進と圏内産業の「空洞化」の容認を内容として，その

後，政策的実効性をもって現在に至ったものである。

第2項経済のグローバル化と東京

ところで，こうした産業の構造転換を主たる解決課題として，政策的に促進せざるをえない

事態に直面する過程において，東京を中心とした大都市圏の存在が，大きくクローズ・アップ

されてきたといえる。経済のグローパル化は「国民経済や国家という枠組みの役割を後退させ

ることを通じて，都市という経済システムがもっ潜在的な力量を浮上させるJ(27)と安東氏はの

べる。つまり，グローパル化による環境変化の二方向として，一方で「個々の地域，都市自身

がコントロールできない外国へのいっそうの従属化」を示す反面，他方での「世界的に展開す

る交流ネットワーク活動の結節点であり，具体的な経済活動の組織の場としての地域・都市の

役割の増大J(28)が指摘された。そこには，資本主義の危機への対応場面として，世界都市が保

持する国際的資本の統制戦略的拠点性と同時に，国内各地域に対する統括的拠点性が明示され

る。

したがって，こうした世界都市は，国内外の経済活動の統括性をもちえても，それ自体，内

部に自立的な経済基按を根づかせていない限り，きわめて不安定な上部機構的性格を刻印され
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ざるをえなL、点が注目される。いずれにせよ，東京の一層の高度な経済機能の創出・維持過程

は.I経済合理性」からみて.I不経済」部分の限りない排除(居住空間の業務空間への転化，

不経済業務空間の解体・再編など)によって，都市内地域間及び東京と地方圏との格差的構造

をますます産みださざるをえない。

かつて，マンフォード(L. Mumford)は20世紀に入ってからの都市の性格を「生産都市

から市場操作が行われ，利j閏の消費される金融センターへと移行」する姿として捉え，いまや，

独占機構，信用取引，金の威力が大都会というピラミ、ソドの三側面になったとのべた(29)。そし

て都市爆発という点から，都市自体の「有機的体系から機械的体系への変化，目的的な成長か

ら無目的な膨脹への変化」を指摘した(30)。いまや. I有機的統一の欠如こそは現代都市の特

徴j(31)といわれる情報都市としての現代都市に関し，将来展望を描くことが，きわめて困難に

なってきている点に，私たちはあらためて，注視したいのである。

第3項開発計画にみる東京

さて. 1987年の「第四次全国総合開発計画」においては. I多極分散型国土」形成を目標に

かかげる中で「高次都市機能を東京圏が一元的に担うのでなく，多極的分担で，東京一極集中

を是正するとともに，地方聞を戦略的，重点的に整備することが重要」であるとのべている。

だが同時に「金融・情報等の面で世界の中枢的都市のーっとして国際経済社会の発展に寄与す

る」立場から「都心部及び東京臨海部の総合的整備を進める」必要性もうたっている。他方，

「東京都総合実施計画j (マイタウン東京'89)(1988)の中で，東京都としても. I東京は今

や単に日本の首都であるというばかりでなく，世界都市として国際経済社会の発展のために，

さまざまな役割を担うべき立場にあるj(32)と指摘しそうした世界都市であると同時に，生活

都市であるという，三つの特性の調和を求めることに今後の方向の基本を設定している。だが

問題は，そうした調和はまことに至難である点にある。

そこでまず. Iマイタウン東京 '89jから主要な課題を摘記してみる。本計画では，初めに

三つの留意点として住宅対策の充実，高齢社会対策，都市基盤の整備という社会開発的な柱を

あげている。そしてつぎのような八つの課題を設定している。 o I人生80年時代における活
力ある福祉社会の形成j.⑪ I~ 、きが L 、とゆとりのある都民生活の創造j. の 「東京の地域経

済活力の維持j. e I快適な住まいと住環境の確保j. @ Iうるおいとやすらぎに満ちた都市

環境の創出j. 6) I防災型・節水型都市づくりの推進j.の 「多心型都市構造への再編成と交
通網の整備j.o I土地対策の推進j(33)がそれである。大別して，福祉，文化・教育，産業と
いった社会・経済計画の領域を一方とし他方で，住宅・都市環境，都市構造，土地対策とい

うフィジカルな領域が総花的に配置されている。かつて，美濃部都政(1967~ 79年)の特徴

が「シピル・ミニマム」の保障・向上を基本とした都市改造と住民参加を基調に，都市自立化

を志向していたのに対し，鈴木都政 (1979~)は，シピル・ミニマムの水準をふまえつつも，

「安心して，いきいきと暮らせる，ふるさと東京」を目ざして，住民間の連帯と交流をはかる

上での都市基盤づくりを特徴としてスター卜したといえる。東京という地域への郷土的志向性

を喚起させる「ふるさと」のイメージ化は，一方で，そのソフト事業への住民協力を求めつつ，

他方では21世紀へ向けての「大東京J実現を企図したハードなプロジェクトを実行にうっす
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都市改造的発想を伏在させている。いわゆる，国家プロジェクトとの連動性・整合性がつねに

問題となる計画構想が，そこにはみられる。

そこでつぎに，以上の点とも関連して，前述の八つの課題のうち，本稿の主題とも関わる「都

市構造」の再編の問題に限定してここではふれることにする。「多心型都市構造への再編成」

の問題は，すでに 1986年の「第四次首都圏基本計画」の中でもられていたものである。同計

画の方針によると， (1) 東京大都市圏では，複数の核と圏域を有する多核多圏域型の地域構造

の形成(東京の多心型構造の形成，周辺の核都市・自立都市圏形成)， (2) 周辺地域での相互

の連携の強化と地域の自立性の向上(中核都市圏の整備，北関東地域南部の都市開発地域，北

関東地域北部の拠点の育成，農山漁村地域，島蝋地域の整備)があげられていたが， (1)の側面

については，それ以前の 1976年における「第三次首都闇基本計画」の中で，すでに「一極依

存形態から多極構造の都市複合体の形成」の必要性としてのべられていた問題である。

東京都では，こうした方針をうけて「多心型都市構造」への視点を 1986年にまとめてい

る(34)。その内容は第 lとして，一点集中型都市構造によるひずみを是正し，均衡ある発展のた

めに副都心，多摩の心となる都市を育成し，職住近接による多心型都市への道をさぐる必要性，

第2に，都心部は業務機能の過度の集中を抑制し，良好な居住空間を確保する必要性，そして

第3は庁舎移転(1991年予定)に伴う新宿副都心の完成と他副都心の育成の必要， とくに区

部東部・南部の副都心への業務機能の誘導の必要性，さらに第4は，自立性の高い職住近接的

都市，地域間交流の促進をはかる多摩地区の育成の必要性という四点がそれである。

そうした理念にもとづく東京におけるゾーン別地域づくり構想は， Iマイタウン東京 '89j 

の中で描きだされ，川の手，都心・副都心，臨海，新山の手，武蔵野，多摩中央，林間，海洋

という八つのゾーンとして，具体的な計画をうちだしている(なお地区別振興計画では都内を

13ブロックに分けている)(35) 0 I東京の各地域がもっ多様な可能性を伸ばし，東京全体の均衡あ

る発展j(36)をはかるとはいえ，そこには多様化の中の特化(あるいは純化)という，ゾーン別

性格づけの発想がみられる点に，注目すべきである。例えば， I高次業務機能化への対応」や

「都心部居住空間の回復」を目ざす都心・副都心ゾーンならびに， I東京テレポートタウンの建

設j，Iウォーターフロントを生かした都市Jを目ざす臨海ゾーンの場合， I水の都j，I地域特

性に応じた産業振興」や「伝統文化の継承発展」により活性化をはかろうとする，川の手ゾー

ンと比べても，それらゾーン聞には，従来からの産業的・社会的等の相互連関は，もはや想定

しえない。むしろ「世界都市」への機能や装置・機構を整備することで，再構築化や創造をは

かろうとする都心・副都心と臨海ゾーン自体は，自己完結化した業務空間としての純化を，ま

すます高める中で，他ゾーンとの機能的連闘を喪失せざるをえない点が問題といえる。その意

味で，都心・副都心や臨海ゾーンは，隔離・カプセル化した「ハイテクj，Iハイビジネス」地

域として吃立しようとしているのではないだろうか。すでに，これら二つのゾーンで計画化さ

れつつある，臨海部中心の「東京テレポートタウン」や隅田川河口部の「リバーシティ 21j 

そして東京駅丸の内街の改造を目ざす「マンハッタン計画」さらには，都庁移転に伴う「新宿

都庁街」計画等は(37)，それぞれ個別の計画として併立しているにすぎない。所詮，現代の情報

都市化を志向する限り， I乱立する部分的な都市計画，地域的な開発計画という形をとらざる

を得なくなるj(38)のかもしれない。ここに東京のリストラクチャリングに関わる重要な問題が
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伏在している。

第4項一極集中化と東京

かくして，資本にとって，都市が経済的効率を高める空間として，また市場拡大の空間(39)

として拡大され，商品対象化されればされるほど職場・居住連関を軸としての人間の生活諸局

面と都市空間とは分離せざるをえない。現代は「空間における事物の生産から，空間それ自体

の生産へ」と重点が移ってきているのである(40)。したがって， r世界都市」としての東京の展

開過程をみると，都心・副都心部への業務機能の集中化とその近接部へのスプロール化の反面，

同地区での居住空間の喪失化が一層進まざるをえない。やはり，東京への一極集中化は現実問

題として黙視しえないのである。図 l一l一1，図 1-1 -2のように， 1980年代以降，東

京(闇)への集中化は，もはや否定すべくもない事実である。

その点について，東京都企画審議室による研究会は「中間報告」の中で，今日の一極集中の

要因として「市場構造と中央集権システムとの相乗効果J(41)をあげ，いわゆる政治的配慮にも

とづくヴイジョンとしての分散論より，はるかにリアルな現実認識を示している。また，さら

にこのことについていえば，従来から日本の場合，大企業の組織構造の原理と迂回生産工程の

論理にもとづき，大都市を頂点とした「求心的垂直的地域構造」が，歴史的に形成されてきて

いる点は看過しえない(42)。

以上から，多心型とは，諸機能の併存形態ではなく，頂点に集約された諸機能のヒエラルヒー

的編成形態をとることはL、うまでもないことがわかる。ゴ「、ソトディナー(M， Gottdiener)も

多角的大都市圏 (po1ynudeatedmetropo1itan region)の現実を問題にし，それを生みだした

図1-1 -1 三大都市圏・地方圏別転出入人口の推移
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図 1-1 -2 三大都市圏の社会増加率の推移
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社会構造的変動として， (ィ) 複合的・官僚的意志決定構造をむった生産・管理組織， (ロ) 社会

の全体的レベルに対する国家の積極的介入， (サ 科学，技術と知識産業の出現の三点を指摘し

ている (43)。明らかに金融，行政，管理，情報，知識，技術等の高度に管理・統括された諸機能

の集約的編制のもとで，それからの司令，命令，伝達を受容し，実行を担う諸機能(例えば，

生産，流通など)が周辺に多核的に配置しうる構図を，このことは物語っている。換言すれば，

世界資本主義システムの新しい空間たる「情報様式や産業様式の発展と結びついて，ある種の

幾何学的変数空間」として，つまり「連続して変化するネットワーク・フロー，たとえば資本，

労働，生産要素，商品，情報，決定，信号のフローに，ヒエラルヒー的に配置された諸奇の位

置によって，空間は構成されることになるj(44)といえる。

そうした変動の中で，高度な諸機能の集約点としての東京が， i原型創出機能」のような「工

業発展に基礎的役割を果たし，業種の枠を越えた技術交流をすすめて， W融業化Jを促進」さ
せるような「母都市機能」の集約点といわれ(45)，あるいは， i人，モノ，カネに関する情報を

リンケージ」することにより，つねに，新しいものを創造する「ビジネス・インキュベータシ

ティ j(46)といわれる所以は，こうした点にある。そこには， iWもの』から情報を独立させたう

えで，情報を処理することによって『もの』を制御するj(47)ことが可能となったく高度情報化

社会〉に照応した都市存立のあり方が，明示される。その象徴として，東京~ì ~、まや世界都市

として明らかに体現しつつあるといえよう。
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第3節 東京の発展過程と墨田区開発の構図

第 1項 事業所の変動からみた東京の特性

さて，東京のこうした新しい性格形成過程は，東京を構成する各地域の変容を同伴してきた

ことはいうまでもない。つまり，リストラクチャリングが各地域にいかなる影響を与えてきた

かが，つぎに問題となる。前述した「東京の各地域がもっ多様な可能性を伸は、し，東京全体の

均衡ある発展」に果して，向っているといえるのだろうか。あるいはまた， I世界都市である

と同時に生活都市である」両者の調和が，はかられようとしているのだろうか。私たちは，ど

うしても，こうした問題を考察しなくてはならないのである。

そこで，それらの問題を解明するにあたり，ここでは，まず，産業組織体の動向を示す事業

所の変動を分析することにより，東京のもつ特性を明らかにすることからはじめる。そしてつ

ぎに，東京を構成する各地区の，人口をも含めた，そうした変動を通してみた不均等発展の現

実を明らかにし東京におけるリストラクチャリングの事例として，墨田区を対象とした分析

を試みることとする。

表 1-1 -1は世界四大都市に関し，人口，事業所を比較したものである。人口対比(人口

千人当り)事業所数でみると，パリについで東京は多く，ロンドン，ニューヨークの約三倍と

L 、ぅ高密度を示す。また，東京は 1980年代に入っても，他都市と比べ， I製造業」のウェイト

が事業所数，従業者数ともに高位水準にあり，さらに地域最終需要型の「卸小売業」でも，き

わめて高い割合を示している。これに対し，ロンドン，ニューヨークの「金融・保険・不動産

業」ならびに，ニューヨーク，パリの「サービス業」は，東京より高く，概して，東京が伝統

的な生産一商品消費型を保持しているのに対し，他の三大都市は，金融・保険等サービス業へ

の特化を示すという差がみられる。リストラクチャリングが，主に製造業に起因し，やがて他

部門へ波及するという点でいえば，東京は，他の都市と比べ，相対的にそのインパクトはいま

だ小さいようにみえる。

つぎに表 1-1 -2から，国内大都市との比較で東京の特性をさぐっていこう。東京の場合，

事業所数では，京都市についで「製造業」のウェイトが高い(大阪市と同様)とはL、え，従業

者数では，札幌市，福岡市，広島市についで低位となり， I建設業」の傾向を含めれば，明ら

かに第二次産業部門の比は，低下しつつある。それに対し，従業者数のウェイトでみて， I金

融・保険業j，Iサービス業」で東京は高く，漸次， I脱工業化」の傾向を強めつつあるといえ

る。こうした特徴を表 1-1 -3から，さらに「製造業」の内容でみると， I出版・印刷」の

きわめて高い傾向を示す東京は，機械一金属生産型の横浜市，名古屋市，広島市，北九州市や

同型に「石油j，I化学」を加えた川崎市，大阪市，そして「食料品j，I繊維」関係等の軽工業

消費型の札幌市，福岡市，さらにそれら二つの混合型を示す京都市，神戸市と比べ， I出版・

印刷」を典型とする「都市型産業」の優位な特質を確かにみせるのである。だが，東京にして

も，やはり上位に機械一金属生産部門を有している点が注目され，労働集約的性格のこれら部

門の根強い存在は， リストラクチャリングのインパクトの度合が，東京全体でみる限り，いま

だ，それほど高くないようにみえる。

そこでつぎに，そうした問題を採るために，東京に関してさらに検討してL、く。まず表 1-

巧

i
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表 1-1 -1 世界都市の比較

金融・保険 運輸・通信・
サービス業公人 日・年次 事業所数・年次 従業者数・年次 農林水産業鉱 業 建設業 製造業 卸小売業

-不動産業 電量・ガス・水道

0.1 0.0 5.7 19.0 45.9 6.5 2.6 19.9 0.2 
東 京 8.646.520(1975) 582.995(1975) 5.982.343(1975) 0.1 。。 7.5 23.5 31.9 7.4 8.2 18.0 

。。 。。 5.5 16.0 45.2 7.2 3.8 22.1 0.2 
(区 部) 8.380.326(1986) 665.836(1986) 6.765.628(1986) 。l 0.0 6.7 18.3 33.5 7.7 7.5 23.4 

。。 。。 6.1 12.1 27.8 11. 4 5.3 13.1 3.7 7.102.800(1975) 174.421 (1975) 3.709.400(1975) 。。 0.0 4.8 21. 4 13.3 11. 5 12.1 16.0 

ロンドン 。。 。。 6.4 12.8 23.5 14.4 5.7 13.8 3.4 
6.766.500 (1982) 166.218(198]) 3.436.000(1982) 。。 。。 4.5 18.2 13.5 16.3 11. 7 13.4 

0.2 。。 4.4 13.6 33.1 14.3 3.1 30.2 
8.110.000(1969) 211， 749(1968) 3.207.900(1968) 。。 3.2 26.4 23.3 13.7 10.0 23.3 

ニューヨーク

35.7 4.4 8.8 31.9 12.7 4.1 
7.164.742(1984) 191， 051(1984) 3.432.400(1984) 

2.7 12.6 18.3 14.6 6.9 29.3 

0.2 6.6 28.9 33.7 2.9 3.9 20.3 
2.316.000(1974) 176.260 (1966) 1， 308. 514(1966) 

0.8 10.0 37.8 17.9 10.7 5.4 12.7 

ノt 1) 

0.0 5.0 15.7 26.8 3.5 3.0 43.3 。。
2. 176. 200 (1982) 262.820(198]) 1， 948. 982(198]) 。。 5.3 20.1 14.3 9.4 9.1 39.8 

一一一一一
出典・『世界大都市比較統計年表J(東京都. 1978. 1988)。なお産業部門別の数字は左上段が事業所数の繕成比，右下段が従業者数の構成比を示している。

(人.%) 

務 その他
人口1.側人当;)

事業所数

3.2 
674.3 

2.8 
794.6 

20.3 
245.6 

9.4 11.4 

19.9 
245.6 

9.2 13.1 

1.0 261. 1 

2.5 266.6 
15.6 0.0 

3.5 
761. 1 4.6 

2.5 
1， 207. 7 

0.2 1.7 



表 1-1-2 産業部門構成からみた東京都区区部と政令諸都市の比較(1986年，非農村，民営) (%) 

総 数 鉱 業建設業 製造業 電気・ガス・水道 運輸・通信 卸小売業 金融・保検 不動産業 サービス業

東京区部
657.331 0.0 5.5 16.2 。。 3.6 45.8 1.6 5.7 21. 5 
6.306.682 0.0 7.1 19.6 0.4 6.5 35.9 5.7 2.5 22.3 

札幌市
77. 415 。。 8.1 4.8 。。 2.3 46.6 1.8 14.5 21. 8 
656.290 。。 13.3 8.4 0.4 6.5 38.6 4.9 3.9 23.7 

川崎市
44.115 0.0 8.9 13.8 0.0 3.1 45.9 1.2 5.2 21. 8 
454.298 0.0 8.3 38.5 0.3 6.0 24.0 2.5 1.4 18.9 

横浜市
116.106 。。 8.2 9.6 0.0 3.6 45.7 1.5 8.0 23.4 
1. 043. 474 。。 10.3 22.3 0.5 8.1 31. 7 3.5 2.3 21. 2 

名古屋市
151. 254 。。 5.5 14.2 0.0 2.4 51. 3 1.5 4.1 20.9 
1. 270. 270 。。 7.9 21.1 0.6 0.1 39.6 4.2 1.7 18.5 

京都市
104.119 。。 4.7 17.4 。。 2.1 47.4 1.2 5.5 21. 6 
711. 449 0.0 5.3 23.9 0.2 5.2 37.8 3.8 2.0 21. 8 

大阪市
274.071 。。 4.8 16.2 。。 2.6 50.4 1.5 5.2 19.3 
2.363.974 。。 7.7 20.4 0.4 5.6 40.4 4.9 2.5 18.1 

神戸市
81. 472 。。 5.2 10.5 。。 3.2 51.8 1.6 4.6 23.1 
641. 208 。。 6.0 20.9 0.8 9.9 35.3 4.1 2.0 20.9 

広島市
56.650 0.0 7.4 7.5 0.0 2.7 52.4 1.7 4.6 23.5 
479.265 。。 10.5 17.6 0.7 6.7 38.0 4.4 1.6 20.5 

北九州市
60.070 0.0 7.6 5.4 。。 3.2 50.6 2.0 6.7 24.4 
455.193 0.0 10.3 21.9 0.5 8.7 33.0 3.4 1.9 20.2 

福岡市
74.515 0.0 7.0 4.8 。。 2.9 51. 8 2.2 6.8 24.5 
606.945 。。 10.0 8.1 0.6 7.3 43.2 5.3 2.5 22.9 

出典・『事業所統計J(J 986年)。なお左上段数字は事業所数の構成比，右下段数字は従業者数の構成比を示す。

表 1-1-3 都市別上位業種工業出荷額の比較(1987) (%) 

上位出荷額業種名・同出荷額構成比

東京区部
出 版 電気機械 金 属 一般機械 食料品

35.2 8.2 6. 7 6.6 6.0 

札幌市
食料品 出 版 飲料・飼料 金 属 家 具

27.5 21. 0 13.2 8. 7 4.9 

川崎市
電気機械 石 油 化 A子u，ー 輸送機械 鉄 鋼

30.1 14.3 13.6 9.8 9.2 

横浜市
電気機械 一般機械 輸送機械 食料品 石 油

27.8 13.1 12.3 8.9 7.1 

名古屋市
輸送機械 一般機械 電気機械 食料品 出 版

20.4 13.0 8.8 7.8 7.7 

京都市
飲料・飼料 繊 市在 電気機械 輸送機械 出 版

14.2 13.6 11. 9 10.2 10.2 

大阪市
出 版 イヒ A号~ 一般機械 金 属 電気機械

14.6 12.4 10.1 9.6 9.5 

神戸市
食料品 一般機械 電気機械 ゴ ム 鉄 鋼

18.4 17.5 10.1 8.8 8. 7 

広島市
輸送機械 食料品 出 版 金 属 飲料・飼料

51. 9 9.2 4.2 3.3 2.7 

北九州市
鉄 鋼 化 A寸~与 一般機械 電気機械 出 版

31. 9 18.0 11. 4 7.0 4.9 

福岡市
食料品 電気機械 出 版 飲料・飼料 金 属

31. 7 20.7 14.9 8.3 3.2 

出典・『大都市比較統計年表~ (1987) 
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1 -4によると，昭和38~ 61年にかけての五時点における前時点対比では，都合計，区部計

の事業所数，従業者数ともに，増加率が低下しつつも，一貫して増加してきていることに気ず

く。ただこの場合，区部において，第一次オイルショ、ソク後の昭和 44~50 年にかけて，増加

傾向が都合計と比べ鈍化したにも拘らず，その後の昭和56~ 61年にかけては，むしろ都合計

よりも増加率が上まわるという特徴がみられる。このように，東京都及び区部全体でみる限り，

事業所は再編され，増加テンポを鈍らせつつも，量的に拡大してきている事実が判明する。

ところが，こうした動向を表 1-1 -5から規模別にみると，注目すべき事実が浮び上る。

都合計，区部計ともに規模別事業所数の動きをみると，少なくとも昭和 50~56 年にかけては，

1 ~ 4人， 5 ~ 9人という零細規模層が高い増加率を示していたのに対し，昭和56~ 61年と

なると，それら層が低迷し逆に 10~ 19人， 20 ~ 29人 30人以上の各層で増加が高まり，と

くに 1~4 人層の場合，昭和 56 ~ 61年にかけて前時点対比で減少に転ずるという注目すべき

事実に気ずく。

従来，こうした零細自営業層(1~ 4人)の場合，とりわけ大都市において新生，転換，消

表 1-1-4 事業所数，従業者数の対前時点比の推移

昭 38 昭 44 昭 50 昭 56 昭 61 44/38 50/44 56/50 61/56 

都合計
事業所数 467，171 574，711 672， 511 777，747 785，170 123.0 117.0 115.6 10¥. 0 

従業者数 5，017，724 6，011， 004 6，177，274 6，914，709 7，381， 719 120.5 114.8 114.1 100.2 

区部計
事業所数 415，618 501， 013 575，065 656，055 657，331 119.8 102.8 11 ¥. 9 106.8 

従業者数 4，585，229 5，360， 122 5，455，394 5，975，160 6，306，684 116.9 10¥.8 109.5 105.5 

一一」

出典 「事業所統計~ (東京都)

表 1ー 1-5 事業所数構成比の規模別推移等 (%) 

総数 1 ~ 4人 5~9 人 1O~19人 20~29人 30人~

事業所数
昭50 672，511 64.8 19.5 8.6 2.7 4.5 

都合計
構成比

昭56 777， 747 64.4 20.0 8.5 2.6 4.4 

昭61 785，170 62.6 20.3 9.3 3.0 4.8 

事業所数
昭50 575，065 63.6 20.0 8.9 2.8 4.7 

区部計
構成比

昭56 656，055 63. 7 20.3 8.7 2. 7 4.5 

昭61 657，331 62.0 20.6 9.4 3.0 5.0 

都合計
56/50 115.6 115.0 119.0 114.4 114.3 113.3 

61/56 101. 0 98.0 102.6 110.3 113.8 110.9 

区部計
56/50 114.1 117.1 116.2 111. 2 110.7 110.4 

61/56 97.5 101.6 108.5 114.2 110.0 

出典 『事業所統計~ (東京都)
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減，再生というはげしい解体・再編過程をたどりつつも，一定の量的堆積を示す傾向があった

ものである。ところが，昭和56年以降の減退化は，むしろより大規模層による零細層の駆遂

化や技術革新，消費性向の変化等による事業不振に伴う廃業，閉鎖が進行してきている事実を

うかがわせる。そこにはやはり， 1980年代以降における一層の減量経営， ME化さらには下

請再編強化に伴う零細自営業層の存立基盤が大きく変容しつつある現実が，明らかに想定でき

るのである。また，表 1-1 -6によると，昭和50~ 61年にかけて「製造業」を筆頭に「建

設業J，I卸小売業」において構成比を低下させてきている事実は，それほど激しくはないが，

表 1-1-6 事業所数構成比の産業部門別推移 (%) 

総数 建設業 製造業 卸小売業 金融・保険 不動産 運輸通信 電気ガス サービス 鉱 業

都ぷ仁~ 昭50 100.0 6.2 18.0 47.0 1.3 5.4 2.2 。。 20.0 。。
計 昭61 100.0 6.1 15.2 46.0 1.5 5.6 3.3 。。 22.1 。。

部区 昭50 100.0 5.8 19.3 46.6 1.3 5.3 2.3 。。 19.4 。。
2十 昭61 100.0 5.5 16.2 45.8 1.6 5.7 3.6 。。 21. 5 。。
出典・『事業所統計~ (東京都)

漸次，くサービス経済化〉へと産業構造が転換しつつあることを物語っていよう。ただこの点

は，前述したように他の世界都市と比べて東京の場合， I製造業」だけでなく，とくに「卸小

売業」で相対的に高い割合を示しており， I脱工業化」が，ただちに他業種部門に連動してす

すむ再編過程からみても，比較的そのテンポもゆるやかに推移していることを示していよう。

この点について宮本憲一氏も，日本の大都市における「現場的機能が依然、として大きL、」とい

う産業構造と産業組織の日本的性格ならびに「国際化のおくれ」という要因に，大都市衰退化

が表面化してない原因を求めている (48)。

第2項 東京都区部における不均等発展の現実

ところで，以上のような東京都及び区部全体の動向をふまえつつ，それを都内の区・市レベ

ルにまで細分化し， リストラクチャリングの問題を，事業所・人口変動からさらに考察してい

く。そこには，明らかに後述の如く，不均等発展の現実が看取しうるのである。

そこでつぎに，まずそのための分析の手順を提示し，以下，分析を試みることとする。分析

の手順は，つぎの如くである。(イ) 事業所数，従業者数の二変数に闘しその変化を五時点(昭

38， 44， 50， 56， 61)で算出する。(ロ) その変化の型を事業所数，従業者数のそれぞれにつ

いて表 1-1 -7 イのように整理する。け その整理された規準で，事業所数と従業者数と

をクロスさせ，表 1-1 -8のような事業所に関する「変動パターン」を導出する。仁) 一方，

定住人口を変数とする変化についても同様に五時点(昭40，45， 50， 55， 60)で算出する。

(ホ) その変化の型を表 1-1 -7 ロのように整理する。(へ) 上記，事業所に関する「変動パ

ターン」と人口変化の型とをクロスさせ，一定の「変動類型」を決定するために表 1-1 -9 

を作成し同表から整理された「変動類型」別にそれを区，市レベルで最終的に整理したのが，

-
E
A
 

q
L
 



昭38

表 1-1-7ーイ 事業所数・従業者数の変化の型

61 型変 化 の44 50 56 

A 全期関連続的増加

ヲ“

q

J

a

u

τ

F

U

p

o

n

，d

Q

O

B 長期的増加(短期的減少含む)

C 短期的増減くり返し

} D 瑚減少(短期間含む)

昭40 45 

表 1-1-7一口 人口数の変化の型

60 の 型変 化
50 55 

a 全期間連続的減少

内〆

-

q

毛

u
a
n
-
a
'
h
d
p
h
v

円

'
'
n
k
U

b 長期的(及び50年以降)減少

C 短期的増減くり返し

d 長期的(及び50年以降)増加

e 全期関連続的増加

表 1-1-8 事業所に関する変動パターン(区部)

従業者
事業所

A B C D 

E型

W型

豊島
A I型

E型

B 

C 

D 佐多--v型

ワ釘nF釘



表 1-1-9 事業所に関する変動パターンと人口の変化の型(区・市部)

立ご a b C d e 

~.任JD. 武蔵野，国立，回無 延BiT.八王子，立JlI.府中，昭島，

⑧，唖:m:>.唾至D 調布，町田，日野，東村山，国分寺，
I 

福生，東大和，東久留米，武蔵村山，

多摩，稲城，秋川

信号 唾~.信主D 唖望む 唾![w.三鷹， 唾~.告w
小平，保谷

E 

唾~.伍~. 遁TID.迂]t @.小金井 青梅，清瀬

E 
d至。

⑪ 任w 狛江

N 

唾TID.唾]t
V 

」

註 O印は区部を示す。なおN型の狛江市li.変動パターンがCとC.Dではなく. CとAであり.N型の変型とみた。

表 1-1 -10である。

上記のような作業を行った意図は，つぎの点にある。地域内の職場たる事業所の解体・再編

がすすむ過程で，当然にも，事業所の量的変化と従業者数の変化とは，相即関係にあることが

想定できる。そしてつぎに，そうした事業所の諸変化に伴って生ずると思われる定住人口の変

動が当然にも考えられる。ただ，そうはいっても，これらの相互連関は，簡単ではなく，例え

ば，近接地区の事業所が消滅したといっても，居住地を変更せず，他所へと職場を変えること

も十分ありうるが，仮設的には，職場の喪失がいずれは人々に地域的移動を強いざるをえない

側面は，量的に把握しうるということである。それでは，つぎに，分析に入ろう。はじめに，

表 1-1 -7ーイ. 1 -1一7一口のように事業所数，従業者数と人口数の変化の型として，

それぞれA. B. C. Dとa. b. c. d. eを設定し，まず，表 1-1 -8のように事業所

に関する変動パターンを確定した。

表 1-1 -8から以下のような諸点が判明した。つまり，都心，副都心五区(千代田，中央，

港，新宿，渋谷)中心の六区(~、ま一つは江戸川)は事業所，従業者ともに，この間，連続的

増加を示し，産業面で最も活発な地区であり(I型).その対極にV型として，双方ともに長

内
ペ
リ。L



E、コ
必る

変 動 類 型 内 容

Ia 事業所・従業者の連続的増加×人口の連続的減少

illab 事業所の長期的増加，従業者の増減く η返Lx

人口の連続的・長期的減少

llab 事業所の長期的増加，従業者の連続的増加×

人口の連続的・長期的減少

llcd 事業所の長期的噌加，従業者の連続的増加×

人口の増減くり返し長期的増加

illd 事業所の長期的増加，従業者の噌減くり返し×

人口の長期的増加

Ille 事業所の連続的・長期的増加.従業者の連続的増加

×人口の連続的増加

lVab 事業所の増減くり返し，従業者の増減く η返し・

長期的減少×人口の連続的・長期的減少

Va 事業所・従業者の長期的減歩×人口の連続的減少

表 1-1 -10 変動類型内容別の区・市一覧

区部名 (23区) 変 動 類 型 内 容 市 部 名 (26 市)

千代田，中央，港，新宿， Ie 事業所・従業者の連続的増加×人口の連続的増加 八王子，立JII.府中，昭島，調布，町田，日野，東村山，

渋谷 国分寺，福生，東大和，東久留米，武蔵村山，争摩，稲城，

秋JlI

豊島，台東，文京，品JlI. Id 事業所・従業者の連続的増加×人口の長期的増加 武蔵野，国立，回無

大田

目黒，杉並，葛飾 ille 事業所の連続的増加，従業者の長期的増加× 青梅，清瀬

人口の連続的増加

板橋，世田谷 illd 事業所の長期的増加，従業者の増減くり返し× 小金井

人口の長期的増加

江東 lld 事業所の長期的増加，従業者の連続的増加× て三鷹， 小平， 保谷

人口の長期的増加

江戸川，足立，練馬 lVe 事業所の増減くり返し従業者の連続的増加× 狛江

人口の連続的噌加

~t. 中野

荒川，墨田



期的減少を示した城東内縁の衰退二区(荒川1，墨田)がまず位置づく。そして，その間にあっ

て， II型は，事業所の長期的増加に伴い，従業者も連続的に増加した活発な地区として，城南，

城北，城西の住宅地域を主とする五区(目黒，世田谷，杉並，板橋，練馬)を中心とし，それ

に城東外縁二区(足立，葛飾)を含み，さらにE型として，事業所は連続的・長期的に増加し

たとはL、え，従業者は必ずしもそれと相即しない，やや不活発な地区である都心近接三区(豊

島，台東，文京)と城南，城東内縁の工業集積の相対的に高い三区(品川，大田，江東)が位

置づくのである。最後にW型の二区(中野，北)は，事業所，従業者ともに増減くり返しと減

少をみせるという停滞性を示すのである。こうしてみると I→II→III→V型へ移行するに従い，

産業活動の量的な面でみた限りでの，活発，停滞，衰退の傾向がよみとれよう。その中でもと

くに，他区と比べ城東内縁区(荒川，墨田，江東，台東)の停滞・衰退化が相対的に目立つ点

が注目される。

それではさらにそうした変動パターンの相異と人口の変化の型との関係をまとめた表 1-1 

-9から，問題をさぐっていくと，つぎのような事実に気ずく。まず，区と市に大別すると，

少数の市(狛江，小金井，青梅，清瀬)を除くほとんどの市(22市一全体の84.5%)は，事

業所の連続的・長期的増加に相即しながら，人口も連続的・長期的に増加してきている。工業

化，都市化は明らかに，市部への外縁拡大をもたらしている。これに対し，区部では 1型六

区のうちの江戸川区のみとE型七区のうちの三区(世田谷，練馬，足立)と班型六区のうちの

江東区のみの計五区が，事業所・人口の双方で増加しているにすぎないという，市との対照的

な様相を示す。そしてむしろ 1型の都心・副都心五区は，事業所とは逆に，人口では全て連

続的減少を示し，同様にE型も江東区を除く他の五区全てで，人口の連続的・長期的減少がみら

れ，さらにE型は，前述の人口増加三区の動きと同時に，他方では減少を示す三区(目黒，葛飾，

杉並)のように，分解傾向をみせ，最後にN，V型の四区は連続的もしくは長期的減少となる。

そして，これらの諸結果を最終的に「変動類型」としてまとめたのが表 1-1 -10である。

ここでは，区部のみについて最後的に整理してみると，つぎのようになる。第 lは Iaの五

区で全て事業所の連続的増加とは逆に，人口は連続して減少してきたところで，いわゆる都心，

副都心の業務空間化の進展は，明らかに居住空間を喪失させてきているところである。

第2は， IIIab， IIabの八区で事業所は主に長期的に増加してきたが，人口は逆に連続的，

長期的にも減少してきたところで，都心近接三区(豊島，台東，文京)と城南・城西田区(品

川，大田，目黒，杉並)と城東外縁の葛飾区より構成されるところで，第 l群の動きが除々に

波及しつつあるところともいえる。

これに対し，第3は， II cd， III d， 1 II eの六区で，事業所の増加とともに，人口も一部増

減をくり返しつつも全体として長期的増加を示してきたところで，城北二区(板橋，練馬)と

城東三区(江東，江戸川，足立)，それに世田谷区という都心から比較的離れた外縁地域に位

置しており，概して，都市化も相対的に新しいところといえる。

第4は， Nabの二区(北，中野)で，事業所は増減くり返しゃ減少しつつ，人口も減少し

てきた，いわゆる停滞から衰退へ向かいつつあるところである。そして最後の第5は， Vaの

二区(荒川，墨田)で，事業所，人口ともに長期的・連続的に減少してきた典型的な衰退地区

で，第 l群の対極に位置しているところである。
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このように，東京区部の地域的展開の特徴として，一方に，第 l群のように業務空間の肥大

化に伴う居住空間の喪失が示される反面，第5群のように業務・居住両空間の衰退化がみられ，

ともに人々の生活的定着という面でいえば，いわゆる「空洞化」が進展している事実が指摘で

きる。そして第l群への過程を辿る可能性のある第2群と第5群への過程を辿る可能性のある

第4群の諸地区を構成内容としつつ，わずかに残された第3群が，事業所，人口の増加を併進

させながらも，他群から挟撃される事態のもと，東京区部全体としての不均等発展は，この間，

ますます進展してきた現実が浮び上るのである。こうした東京区部の重層的構造化は，明らか

に産業再編成に伴う都市のリストラクチャリングの現実を明示していよう。前述した都全体，

区部全体でみた比較的ゆるやかなリストラクチャリングの内実は，このような激しい区レベル

における再編成の諸結果が，むしろ相殺しあった現象としてあらわれていたといえよう。

このように，私たちはそうしたリストラクチャリングの典型地区として，すでに戦前から高

い工業集積地として発展しつつも，戦後， とりわけ 1970年代以降大きく変貌をとげつつある

墨田区を，第5群から選定し，調査対象としたのである。

第3項 墨田区のかかえる問題と都市再開発の構図

墨田区は図 1-1 -3のように，都心に近接した城東内縁部に位置する，面積も23区中17

番目という小規模な区である。ところで，昭和22年の墨田区誕生(本所区と向島区の統合)

後，人口 30万人を超えるのは昭和30年であり，それ以降国勢調査による戦後最大人口は，昭

和35年の331，843人であり，それからは減少をたどり， 281， 237人(昭和45年)， 250，714人

図1-1 -3 23区の位置と面積
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出典 『墨田区役所作成資料~ (989) 
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(昭和55年)， 229，986人(昭和60年)と推移してきた。ピーク時と比べ，昭和60年次には，

約 10万人強の30.7%の減少となり，いわば高度経済成長時の「転形期J(昭和37~ 40)を境

に，人口減に転じたところである。また，就業者数でみても，昭和35年の 179，633人は，昭

和60年には 129，786人へと約5万人弱の27.7%の減少を示した。その変化を表 1-1-11で，

昭和 40~ 60年にかけての産業部門別就業者数でみると，最も高い構成比とはいえ，この間製

造業のウエイトが大きく低下してきており，反面，卸小売業，サービス業の比率上昇がみられ

るのである。ただ， 23区内でみると昭和60年度でも，墨田区の製造業就業者比は，最も高い

点は注目される(因みに，高い比率の区をあげると，葛飾 30.8 -，荒川1-29.8-，大田一

28.3，一足立-27.8-，江戸川-25.8ーとなり，大田区を除くと全て城東地区に集中)。だ

が，この点について製造業に限って，事業所数の比率と比べると，墨田区の場合， 43.9% (昭

和41)→40.0% (昭和50)→33.7% (昭和61)のように， とくに昭和50~ 61年にかけて，

著しい比率低下がおこる中で，ほぽ定住就業者の比率と即応してきている事実で気ずく如く，

域内事業所の変化が直接，定住人口に連動してきている事である。だが，昭和62年の工場数

で大田区の4，236についで第2位(3， 020 )とはいえ，製造品出荷額でみると，約6，900億円

にとどまり(第6位)，その零細企業群の存在が問題として指摘できる。

ところで，こうしたもともとの工業集積地が，産業の再編成に伴い，大きく地盤沈下してき

たところに，墨田区のかかえる最大の問題がある。第一次オイルショ、ソク(1973 昭和48年)

後の「国際経済環境の悪化，構造不況業種での問題の深刻化，雇用不安の激化など諸問題が急

激に展開し，大規模な産業構造転換が着実に進展J(49lせざるをえない認識が高まる中で，墨田

区の場合仏昭和50年代に入って，こうした経済変動への対応が迫られることとなった。こ

の産業政策に関わる，とりわけ工業構造の問題は，後述することにして(第3部，第 l章参照)， 

まず，ここでは戦後における墨田区の都市再開発の問題をとり上げ，それとの関連で産業のあ

り方についても検討することからはじめる。

昭和50年までの「制限自治区」とL、う制約下における，はじめての計画構想として， I墨田

区再開発基本構想」が昭和49年 7月に策定された。昭和39年の新潟地震を契機に，防災対策

を基本にした，ハードな都市改造を目ざしての，この構想は，墨田区の厳しい地理的・環境的

諸条件の改善策としてたてられたものである。この構想との関連でいえば，すでに東京都によ

表 1-1 -11 産業別就業者数の構成比 (%) 

総数 農林漁業 鉱 業 建設業 製造業 卸小売業 金融・保険 運融・通信 電気・ガス サービス 2、3、 務

墨 昭40 181. 999 。。 。。 5.1 51.6 25.1 2.3 4.0 0.2 10.4 1.2 

回 昭50 137.602 。。 。。 5.8 41. 0 30.4 3.5 4.4 0.2 12.9 1.5 

区 昭60 129.786 。。 。。 5.7 34.4 32.1 3.9 4.9 0.2 16.8 1.4 

区 昭40 4.550.668 0.5 0.1 7.6 34.4 26.8 4.7 6.3 0.5 16.1 2.8 

部 昭50 4.312.738 0.3 。。 8.0 26.1 29.5 5.7 6.2 0.4 19.9 3.1 

2十 昭60 4.374.765 0.2 。。 7.5 21. 5 30.0 6.2 6.2 0.3 24.7 2.6 

出典 :W国勢調査J0965. 1975. 1985) 
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る「白髪東堤通り地区防災再開発計画案」が，昭和45年に提示されており，これはその後(昭

和50年着工)，大規模な「防災団地」として実現していくことになる。また，その他，防災面

では昭和50年以降， I不燃建築物建築促進助成条例j，I地域防災基本条例j (¥，、ずれも昭和54

年)などを契機にして政策的に具体化してL、く。

ところが，昭和50年の区長公選復活による特別区制度への移行に伴い，区は昭和55年になっ

て，本格的な「墨田区基本構想」ならびに「墨田区基本計画」を策定した。これは，昭和75

年(2000年)を目標とした長期計画で，基本に「人と緑と産業の調和した安全，快適，豊か

なまち」づくり理念をすえて策定された。すでに昭和37年に区域のほとんどが市街地区域(因

みに，昭和61年3月31日現在，市街化区域はし257hく90.9%)に対し，市街化調整区域は，

荒川，隅田川の河川敷の125加の9.1%にとどまる)となる中で，既成街区の内包的充実，再

編を目ざした「都市像」が，そこでは描き出されたのである。その都市像は「防災都市j，I環

境都市j，I福祉都市j，I産業都市j，I文化都市」という複合的性格を有することでもわかるよ

うに，防災・環境改善をはかる都市の物的基盤整備を第一義的に配置し，中間にコミュニティ

形成や福祉充実の面と産業振興や消費生活向上の面とが，内実的なものとして併置され，それ

らの合成的結果として，人間づくりと伝統尊重にもとづく文化都市を創造しようとL寸論理が

そこにはみられる。

つぎに，そうした計画とも深く関わる当区がかかえる主要課題について検討していこう。そ

れら諸課題はつぎの四つとなる。第 lは，住・商・工混在という地域構造を特徴とする墨田区

の場合，防災を基本とした環境整備を先行させながら¥，、かにして生産環境と生活環境との調

和をはかるかという課題である。第2は，人口減をくいとめ，まちの活気をどのようにはかつ

ていくかという課題である。そのために，土地の高度利用による物的容量の確保をはじめ，住

宅対策や生活環境の整備，産業の振興などによる人口導入と活性化への方途をさぐり出すこと

が必要となる。第3は，都市としての機能が，経済社会の発展や科学技術の進歩と訴離し，能

率が悪くなるという事態に対処するための，都市機能の更新という課題である。それには，都

市改造関連事業，南北系大量輸送機関の誘致，産業拠点の整備，コミュニティの形成・促進の

必要が提起された。第4は，必ずしも区固有の課題ではないが，オイルショックを契機として

の省資源・省エネルギー時代への対応の必要性である(50)。

以上のような諸課題についていえば，まず，その解決へ向けての中心に，都市の構造的整備

が位置づけられることはいうまでもない。その主要な事項をあげれば，つぎのようになる。@

密集市街地整備(住環境整備モデル事業としての，京島地区まちづくり，木造賃貸住宅地区総

合整備事業など)，⑪ 拠点市街地整備(副都心としての錦糸町駅市街地再開発事業，両国駅，

押上駅，鐘ケ淵駅等周辺整備など)， 6 市街地再開発事業(白費東地区再開発事業，立花一

丁目市街地再開発事業など)， @ 不燃化促進事業(防災区画化計画など)， @) 細街路拡幅整

備がその主なものである (51)。

ところで，そうした課題を考える時，墨田区のように，早くから大都市消費市場への供給基

地として，小零細な商工業が展開する中で，産業聞の密接な連関構造をつくりだしてきた地域

の場合，その問題解決には，むずかしい面が指摘できる。つまり，現在の商・工・住混合の連

関構造の緊密性を損わずに，なおかつ構造自体の改変を，はからなくてはならない現実がそこ
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にはあるからである。経営単位の「零細過多性」は，同時に密集住居の「環境劣悪性」と結び

ついていることによって，土地の高度利用にしろ，交通体系の整備にしろ，それらを実施する

上での困難は大きい。したがって，生産・業務空間が，生活空間と重層しあっているのが，当

区の大きな特徴であるために，全体を複合機能体として位置づけながら，改善をはかることが，

どうしても必要となる。

とはL、え，基本計画策定時から，ほぽ10年を経過する中で，とくに城東地域南部における

最近の動向として，宅地の外延化，地価高騰などの影響による工業の外延化，有力工場の移転

流出化，さらに公害規制，工場移転に伴い，工場跡地のマンション化など，従来からの住工混

在問題は一層，複雑なものとなってきている(52)。こうして商・工・住の内包連関についても，

一方で外延化しつつ，一部分離・解体化も進み，と同時に内部では産業施設から住宅等への転

換，老巧住宅の更新等がなされる中で，従来の連関構造自体を変化させつつあるといえる。明

らかに，そこで気ずくことは工業基盤の弱化と住宅化への動きである。その点に関し，区内各

地区の動きについて，区でも後に詳述する如く(第3部，第 l章，第2節参照)，生産現場の

縮小の南部，住宅化，マンション化の著しい北西部，工業用地の縮小する北東部という変化を

指摘している(53)。

ところで，以下の点に関し詳しくは後述するが，当区の主要産業たる工業の衰退化は，きわ

めて大きな影響を与えてきた点について，前もってふれておこう。 1970年代半ばから 1980年

代にかけての減量経営，合理化の進展に適応できず，また輸出減に伴う内需転換や製品転換に

遅れをとった，区内中小零細工業の場合，さらにあらたなハイテク化，ファ、ソション化という

時流にも十分順応できない過程をたどりつつ，停滞を余儀なくされてきた現実が指摘できる。

とりわけ，当区にとって二大戦略工業のーっとして， r繊維雑貨工業」の場合は，ファッショ
ン化への対応の遅れ，国際分業体制の進展による，新しい生産基地としてのメリットも失い，

また，もう一つの「機械金属工業」の場合も，技術革新や研究・商品開発への遅れによって，

集積地としての特性も生かしきれないできたのである。当区のように，工業を中心に密接な連

関構造を有してきたが故に，困難打開のためにはかるべき，その構造改革は弾力性をもちえな

い弱点があり，そのリストラクチャリングの方向をも見定めることが，かえってむずかしい現

状にある。

したがって，そうした現実を考える時， rビジネスの合理性を追求するだけでは」なく「人々
のワークスタイルや暮らし方」やその地域の生活文化に根ざした「ものづくりがもたらす人間

能力の豊かな拡がりや街の表情の多彩さと活気を大切にした住工商のモザイク都市」を志向し

た，いわゆる「工房ネットワーク都市J(54)で果して，サパイパルしうるか否かが問題となる。

いずれにせよ，激しい産業構造の再編に伴って，商・工・住の混在的性格も変化する中で，今

後は新たな生産・業務機能と居住機能の連関構造を，どう生みだしていくのかが当区の「まち

づくり」にとって大きな課題となってきている。

そこで，以上のような事態への対応をもとに，今までの計画の再検討を行い，平成元年 (1989

年)に，墨田区では平成12年(2000年)を最終年度とするあらたな「基本計画」を策定する

に至ったのである。そこで「まちづくりの方向j として，つぎの諸点がまず，提示された(55)。

第1は， r地域活力に満ちた豊かな安全なまちづくり」の内容として， r都市機能の更新を図り
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つつ，地域の活力の向上」を図り， i職住近接の良さをいかした住商工共存の方向」を目ざし，

そして「新しい時代に向かつての産業構造の高度化Jと「大量輸送交通機関の整備」が求めら

れている。第2は， i健康で安心して暮らせるまちづくり」として， i人生80年時代に対応し

た社会システム」の構築をめざしての総合的な福祉施策及び「健康増進からリハビリテーショ

ンまでの一貫した医療体制の整備」と健康保持のための「スポーツ活動の振興」さらに「生涯

にわたる学習の推進」を図ることの必要性があげられている。第3は， i地域特性をいかした

人の訪れるまちづくり」として， i歴史や風土に根ざした多くの資源を現代にマッチした形で

いかし，東京の個性ある都市空間」にしてし、く課題であり，そのためのウォータ一・フロント

の活用と新たな文化創造による「文化活動自体を広義の産業として成立させ，情報を発信する

都市」を育成する方向が目ざされる。そして，前述のように，前「基本計画」で描かれた五つ

の都市像は，基本的に今回も踏襲されている。

もとより，そうした計画発想の背景に，前回策定時から約 10年を経過した中で，惹起して

きた新たな問題が伏在していることはいうまでもない(56)。いまそれらの点をあげるとつぎのよ

うになる。(イ)高齢化の進展とその対応， (吋 国際化の進展とその対応，け情報化の進展と

その対応， (.斗産業構造の変化，価値観の多様化とその対応の四点の他， i多心型都市構造」

への転換を意図した大都市東京の変貌に伴う問題として，当区でも想定される業務機能及び広

域的生活地区設定の必要性があげられている。

さて，これらの計画構想の論理として問題となる点は，それら新しい事態の問題性が，すぐ

れて全国的レベルで捉えられ，同時併存的に設定されているがために，それら問題群の構造連

関が，当区の場合， どのようになるのかが解明されていないことである。すなわち，産業の再

構築化(restructuring )とも関わる「国際化Ji情報化Ji価値観の多様化」のインパクトが

具体的過程として， どのように産業・生活構造を改変させ，想定しうるいかなる問題の構造連

関を生みだすのかが，十分捉えられていないがために，計画の基軸，構成と展開のダイナミズ

ムが見定めがたいという点である。例えば，以前の計画に比べ，本計画において強調された「職

住近接の良さをいかした住商工共存の方向」という場合，そもそも混在化の現実と変容に伴う

問題を，明確に意味ずけなくては，そうした評価はできないからである。したがって，後述(第

3部，第 l章，第 2節参照)する「工業振興マスタープラン」のドラスチックな構造調整が，

全体計画の中でどのように位置づくのかが，やはり不明とならざるをえない。

世界都市化への動きの急な大都市東京の変貌に伴い，都心近接の当区にあたえるインパクト

が，区レベルを超えて国やグローパルなレベルで問題を惹起させてきつつある事態(例えば，

ウォーター・フロント，外国人労働者問題など)を考えるとすれば，こうした併置的・網羅的

な計画の構成は，止むをえないのかもしれない。だが，例えば産業発展と併進することなく必

至となる高齢化，国際化に対する福祉，医療，教育等の施策需要の増大や資本による親水空間

の商品化による都市景観の改変などに関する，その独自な計画対応を必ずや迫られざるをえな

い問題がある。したがって，その「受動的」対応では，今後の問題解決への道筋を捉えること

はできないのではないか。おそらく，墨田区の場合，産業の構造改革自体が，住民の生活構造

の改変と弁証法的に関連せざるをえない過程で，いかなる都市を再創造していくのかといった

基本認識の内実如何が，現在鋭く問われているといえよう。(岩城 完之)
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